




































































































































(1) この点については，たとえば LeonDuguit， Traite de droit constitutionnel， t.V.， 2噌d，





(3) Duguit， Op. cit~ ， p. 466. 










































































(2) C1aude A1bert Col1iard. Liberles Publiques. Paris. 1982 • p. 421. 








トのたまり場であった。 AdrienDansette. Histoire Religieuse de la France G仰 temμraine.
Paris. F1ammarion. 1965.. pp. 34-35. 















































































































国民公会が試みたのは，最初が“理性の宗教" (た cultede la Raison)，次




















































































(1) 桑原武夫編『フランス革命の研究』岩波書庖. 1759年. 367ページ参照。
(2) e. g. cf. J. Lefebvre. La Revolution francaise. Vendome. 1951， pp. 107et 
suivantes. 
(3) e. g. cf. A. Dansette. Op. cit. pp. 55et suivantes. 
(4) 1789年12月 4日デクレは，プロテスタント教徒の民事的，軍事的登用を認めた。 1790
年 7月10日と 11月9日のデクレは，宗教を理由とする亡命者の子孫について，また1790
年 7月20日デクレは，ユダヤ人の特別税廃止について定めた。
(5) Duguit. Op. cit. p. 469. 
(6) J. Robert. Op. cit.. p. 42. 
e. g. cf. J. Lefebvre. op. cit.. pp. 155et suivantes. 














制 Duguit.op. cit. p. 474. 
(14) この宗教体系の教義と道徳にはルソーの考え(市民宗教)が取り入れてあるといわれ
ている。 Duguit.ibid.. p. 475.最高存在の宗教については次を参照されたい。
A. Aulard. Le culte de la Raison et de ['Etre supreme. Paris. 1892; J・M.トムソン著，樋
口謹一訳『ロベスピエールとフランス革命』岩波書庖，昭和30年。
例桑原武夫編，前掲.377ページ。









L 、う。 L.Duguit. op. cit. p. 476. 
















































































































































































































































































































(1) A. Dansette， Op. cit.， p. 121. 
(2) Ibid.， p. 124. 
(3) Ibid.， p. 124. 
( 4) ラトレイユは，この時期の社会の状態を“国家が教会との関係を緩め，社会が非キリ
スト教化すると反教権至上主義もまた衰え，無関心ということがとって変わる。"と述べ
ている。 A. ラトレイユ A. シグフリード，仙石政夫・波木居済二訳『国家と宗教』岩
波書庖， 1958年， 48ページ。
(5) A. Dansette， Op. cit.， p. 124. 







平等を救って，病弊と化していた自由を犠牲にした，と。この点については， J. P. メ
イヤー，五十嵐豊作訳『フランスの政治思想~，岩波書庖， 1956年， 14ページ参照。 Ibid.， 
p. 210. 
(8) Georges Lefebvre， La Revolution Fran伊ise，pp. 637 et suivantes. 
(9) ナポレオンには，不可能なことはないという伝説を指す。
(¥0) Felix Ponteil， op. cit.， pp. 20get suivantes. 
。1) A. Dansette， Op. cit.， pp. 128et suivantes. 
(叫 オクタープ・オブリ編 大塚幸男訳，ナポレオン言行録，岩波書庖， 1983年， 269ページ。
(吋 PieterGey 1 ， Naρoleon For and Against， trans 1 . by Olive Renier， 1949， P. 360. 
(14) A. Dansette， ibid.， p. 128. 
(15) A. Dansette， ibid.， p. 128. 
(16) A. Dansette， ibid.， p. 128. 
(1カ Mathieu，Le Concordat de 1801， Paris， 1902， pp. 30-31. 







帥 A.Dansette， op. cit.， pp. 131ー132.
令1) A. Dansette， ibid.， pp. 132-133. 
(2今 A.Dansette， ibid..， pp. 133et suivantes. 
同教皇側一コンサルピ神父，スピナ司教，カスリ神父，フランス側ーナポレオン・ボナ
パルト，クレタ参事官，ベレナール神父によって，調印された。
加) A. ラトレイユ・ A. シグフリード，前掲， p530 






同L.Du思lit，Traite de Droit Constitutionnel， t.V， 2 ed.， 1924， pp. 480-482. 
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同 AlphonseAulard，“Notes sur l'histoire du concordat" Etudes et lecons sur la Revolution 




同 L.Duguit， Idid， pp. 482-84. 
制 マテューは，コンコルダの批准に至るまでのナポレオンと議会の関係を，両親の許可
をえずにした結婚に警えて説明している。 Mathieu，op. cit.， pp. 264-265. 
(34) A. Dansette， Op. cit.， pp. 139-142. 
婚姻した聖職者の地位の承認によって， 3000人以上の司祭と300人近い修道土が復職する
こととなった。
例 Mathieu，op. cit.， pp. 332-334. 
例 A.Dansette， op. cit.， pp. 143et suivantes. 
例 ナポレオンは，教皇庁の同意をえる必要性を感じていなかったようである。むしろ教
皇庁ぬきで組織条令を作り，これによってコンコルダを完全なものにすることこそが重
要であると考えていたようである。この点については， Alered Baudri1ard， Quatre cents 
ans de G仰 cordat，Paris， 1905.， pp. 174et suivantes. 
同 M. Allvin司教は，組織条令を目して「コンコルダの足元の抜かねばならない寄生草」
と論評した。 Mathieu，op. cit.， p. 330. 
例 デュギーは組織条令の合憲性を主張し，その根拠をコンコルダの第 1条においている。















(43) e. g. cf. Alered Baudri1ard， Op. cit.， p. 186. 
なお，旧体制との連続性を示す事柄としては，聖職者市民法で導入された選挙制を廃止
して， 1516年と同じく国家元首による任命制を導入したことがあげられる。
加) A. Dansette， op. cit.， p. 179. 
帥 もう 1つは旧司教区と革命中に設定された新司教区との調整だった。後者の問題は教
皇の勅書によって解決された。
。の A.Dansette， ibid.， pp. 148-150. 







































































































































































(1) 第 l節で言及したように，特に第 4.第 5条の司教の叙任権，第17条の解除条件をめ
ぐって激しく争われた。
(2) 1814年憲章の条文については， L. Duguit， H. Monnier， R. Bonnard， Les Constitu-
tions et les pr初ciμlωloispoli百'quesde la france depuis 1789， Paris， 1952， p. 170. を参照
した。
フランスにおける国家と宗教 223 
(3) A. Dansette. Op. cit. p. 191. 
(4) A. Dansette. ibid.. pp. 192et suivantes. 
(5) 1830年憲章第 6条は「フランス人の大多数によっておこわれている使徒創立ローマカ
トリック教会の祭司，および他のキリスト教の祭司は，国庫から給与を受けるJと規定
する。L.Duguit. H. Monnier. R. Bonnard. Op. cit. p. 195. 
(6) A. Dansette. Op. cit. p. 273.半田元夫・今野国雄，前掲.364ページ。





















(1ゆ A.Dansette. ibid.. pp. 156-157. 
(14) ラムネーをはじめとする自由主義的カトリシズムについては.A. Dansette. ibid.. pp. 







(16) たとえば.r世界Jl(Univers). r新しい時代Jl (l'Ere Nouvelle). r宗教の友Jl (l'Ami de 
la Religion)など。
(17) J. P.メイヤー著，前掲. 163ページ。
(1め 実証主義者については.J. P.メイヤー著，前掲. 153ページ以下，ジャック・ドロー
ズ著，前掲. 87ページ以下を参照。
(1ゆ たとえば，次を参照せよ。津久井龍雄著『コントの実証哲学』事業之日本社出版部，













































































会が視察のための 1つの区を形成する。視察官は 3人(2人の世俗者と 1人の聖職者)
で牧師を監視したり，教会内の秩序が保たれているかどうかを監視する。











F. Ponteil， op. cit.， pp. 152et suivantes. 
(4 ) ユダヤ教祭司には徴兵の義務が課せられているので，俸給は彼らに対して給付されな
いというのが国の言い分だった。
(5) F. Ponteil， Op. cit.， pp. 152-156. 
(6) L. Duguit， Op. cit.， p. 489. 
(7) この法律は集会の自由を認めたものだった。




































































































































(1) A. Dansette， op. cit.， p. 242. 










の子供の出席，など道徳的，宗教的な制度を導入する結果となった。 A.Dansette， op. 
cit.， pp. 353et suiv. 




出版社)，横山謙一，前述， 149ページ以下。 A.Dansette， op. cit.， pp. 544et suiv; G， 





ったくおこなわれなかった。ラリマンに関して， A. Dansette， op. cit.， pp. 55get suiv. 
西川知一『近代政治とカトリシズム~ 1977年， 91ページ以下を参照。
(9) ドレフュス事件については， A. Dansette， op. cit.， pp. 544et suiv.倉田清「ドレフ
ュス 事件と知識人J(ヨーロッパキリスト教史，中央出版社)を参照。
(¥0) G. Bourgin， op. cit.， p. 162. 
(l) A. Dansette， op. cit.， pp. 574et suiv; G. Bourgin， op. cit.， pp. 166et suiv. 
(1の 1804年以降，教皇勅書には“nobisnominavit"の表現が使われるようになるが，これは
単なる指名権の意味しかもたないため，フランス政府は“nominavit"という任命権を表
す語に変更するよう要求した。 A.Dansette， op. cit.， pp. 587 -589. 




(14) 1904年 7月29日，外務大臣デルカセは， r共和国政府は，ローマ教皇庁の意志により，
無意味な状態におかれた公認の関係に終止符を打つことを決定した」と宣言するのであ
る。 ClaudeAlbert Colliard， Liberles Publ勾ues，1982， p. 427; A. Dansette， op. cit.， p. 
596. 




G. Bourgin. op. cit. p. 158. 
そして実際. 1905年 1月14日にコンブが失脚したのは，急進派の反教権主義に社会主義
者達が同調しなかったためといわれる。半田元夫・今野国雄，前掲.405ページ。
(18) A. ラトレイユ A.シグフリード，前掲. 119ページ。










加) L. Duguit. op. cit. p. 528. ダンセットは，これとは逆に，フランス政府の態度を誠

















































(2) 最大判昭和52年 7月13日民集31巻 4号533ページ。
参考資料
コンコルダ(フランス語版)
前文一共和国政府は，使徒創立ローマカトリック教を，フランス国民の大多数の宗教とす
ることを承認する。ローマ教皇庁は，同様にこの同じ宗教が，この瞬間にフランスにおけ
るカトリック教の設立，および共和国の執政官によってなされた特別の態度の表明によっ
て，最大の利益と最大の樟きをえたことを認めるとともに，今後もそれを期待する。その
結果として，相互の承認ののちに，宗教の利益および国内の平安のために，以下の事柄が
取り決められた。
第 1条一使徒創立ローマカトリック教は，フランスにおいて，自由におこなわれる。その
祭杷は，政府が公共の安寧のために必要と判断すれば，官警の規制に服せしめら
れる公務である。
第2条一使徒創立ローマカトリック教は，ローマ教皇庁によって，政府の協力のもとに，
フランスの新しい教区を創設する。
第 3条一教皇は，フランスの司教の資格を宣言し，彼らに堅い信頼とともに，平和と統合
のために，その地位をも含めたあらゆる犠牲を期待する。
この勧告ののち，彼らが教会の利益のために命じられた犠牲を拒んだとき(教皇
が予期しなかったにもかかわらず拒んだとき)は，政府は，以下の方法で，新し
い教区の司教を新しい資格者とすることができる。
第4条一共和国の第 1執政官は，教皇の勅書の公布にしたがって，新しい教区の大司教な
らびに司教を， 3固まで任命できる。教皇は，政府が変化する前のフランスとの
関係において確立された方法にしたがって，教理典範の叙任をおこなう。
第 5条ーその後空席になった司教の任命は，同じく第 1執政官によってなされるものとす
る。また，教理典範の叙任は，前条にしたがって教皇によっておこなわれる。
第6条一司教は，任務につく前に，第 1執政官の前で直接に，政府が変化する前の慣行で
あった，次のような言葉によって表現される忠誠の宣誓をおこなう。
“私は，福音書にかけて，フランス共和国の憲法によって確立された政府に忠誠
し，服従し続けることを，神に誓いまた約束する。私は同様に，公共の安寧に反
するいかなる知性ももたず，いかなる助言もおこなわず，国内，国外を問わず，
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いかなる同盟も結ばないことを約束する。また，教区の内外で，国家の利益に反
する何事かが企てられているのを知ったときは，政府にそれを知らせることを誓
ヤ"つ。
第7条一第2位階の聖職者は，政府によって指定された公的機関の前で，同様の宣誓をお
こなう。
第 8条一次のような祈祷句が，フランスのすべてのカトリック教会の聖務の終わりに，暗
唱される。
“主よ，共和国に栄光あれ。"“主よ，執政官に栄光あれ。"
第9条一司教は，新しい区画に基づいて司教区を創設する。それは，政府の承認をえたの
ちに，正当なものとみなされる。
第10条一司教は，司祭を任命する。司教の選択権は，政府によって認められた人物にのみ
限られるものとする。
第1条一司教は，政府からそれらに拠出する義務を負わされることなく，大聖堂内で聖党
惨事会を，また教区の住民のために神学校を，もつことができる。
第12条一首都大聖堂，大聖堂，教区教会，その他のすべての譲渡されていない，祭杷に必
要な教会は，司教の自由な処置のもとにおかれる。
第13条一教皇は，平和の利益とカトリック教の幸福な再建のために，彼およびその後継者
が，いかなる方法によっても，譲渡された教会財産の取得者を脅かさないことを
宣言する。
これにより，譲渡された教会財産の所有権およびそれに付随する権利と収入は，
その取得者およびそれに利害関係のある者に帰せられる。
第14条一政府は，教区教会と司祭を含む新しい教区の司教および司祭に，相応しい俸給を
保障する。
第15条一政府は同じく，フランスカトリック教会が，もし彼らが望むなら教会のために財
団を設立できるよう，策を講じる。
第16条一教皇庁は，フランス共和国の第 1執政官に，かつての政府が享受していたものと
同じ権利および特権を認める。
第17条一現在の執政官の後継者がカトリック教徒でない場合は，上記で言及された権利，
特権および司教の任命権は，新しい協定によって規定される。
